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【事実の概要】
本件は、事実関係を異にする２つの事件が併合して提起されている。それぞれ
の事件の概要は次のとおりである。
(１) 甲弁護士は、X１の破産及び免責申立て事件につき、X１の債権者で
無登録の貸金業者であるAの名称及び所在地を調査するため、弁済金の振込口
座に指定されていたY１銀行の個人名義の預金口座の届出氏名及び住所につい
て、弁護士会に対し弁護士法23条の２に基づく照会の申出をした。
弁護士会は、申出を認めて、Y１銀行に照会したが（以下「本件照会①」とい
う。）、Y１銀行は名義人の同意が得られないことを理由に回答を拒絶した。甲弁
護士及び弁護士会会長らが、それぞれ、Y１銀行に対し、申入れ書等を送付し、
再度回答を求めたところ、Y１銀行は回答に応じた。X１は、Y１銀行が照会
を受けてから回答するまでの間、Aから脅迫的な取立てを受けるなどした。
X１は、Y１銀行に対し、回答の拒絶が違法であるなどと主張し、不法行為
に基づき、申入れ書の送付費用並びに脅迫的な取立てを受けたこと及び甲弁護士
による救済手続に支障が生じたことについての無形的損害の賠償を求めた。
(２) 乙弁護士は、X２の債務整理事件につき、X２が無登録の貸金業者で
ある Bに交付した小切手が取立てに回されたため、異議申立手続をとった。小
切手の支払呈示をしたのはY２銀行であり、小切手の裏面には C（個人名）と記
載されていた。
乙弁護士は、Cを相手方として小切手債務不存在確認訴訟を提起するため、所
属の弁護士会に対し、照会の相手方をY２銀行、照会事項を上記小切手の持参
人の住所及び電話番号とする照会の申出をした。弁護士会は、この申出を認め
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て、Y２銀行に照会（以下「本件照会②」といい、本件照会①と併せて「本件各照
会」という。）を行ったが、Y２銀行は顧客の同意が得られないことを理由に回
答を拒絶した。
乙弁護士は、Cを相手方として小切手債務不存在確認訴訟を提起したが、送達
が奏効しなかったため、裁判所に対し、Cの住所及び電話番号について職権で調
査するよう上申した。裁判所は、これを受けて、職権で調査嘱託をした（以下
「本件調査嘱託」という。）が、Y２銀行は、同じく回答を拒絶した。（小切手債務不
存在確認訴訟については、その後、公示送達がされ、X２が勝訴している。）
X２は、Y２銀行に対し、回答の拒絶が違法であるとして、不法行為に基づ
き、本件照会②に要した費用等並びに小切手債務不存在確認訴訟の提起を余儀な
くされたこと及び迅速な法的救済を受ける権利を侵害されたことによる無形的損
害の賠償を求めた。
原審（大阪地判平成18年２月22日金判1238号37頁）は、Xらの請求をいずれも棄
却し、Xらがこれに控訴した。
【判決要旨】
控訴棄却。
〔Ａ〕 弁護士法23条の２に基づく照会を受けた公務所又は公私の団体は、照会に
応じずに報告をしなかった場合についての制裁を定めた規定がないものの、
当該照会により報告を求められた事項について、照会をした弁護士会に対し
て、法律上、報告する公的な義務を負うものと解するのが相当である。
〔Ｂ〕 民訴法151条に基づく調査嘱託は、民事訴訟を審理する裁判所が、職権で、
当該事件の審理をする上で必要であると判断した事項についてされるもの
で、その回答は直接に国の司法作用のために供されるのであり、民事訴訟法
において明文で上記規定が定められたものであることに照らしても、これに
応じなかった場合の制裁を直接に定めた規定が民訴法その他の法律にはない
ものの、嘱託を受けた民訴法186条所定の公私の団体は、裁判所に対し、こ
れに応じる公的な義務を負うことは明らかであると解される。
〔Ｃ〕 Y１銀行及びY２銀行の回答義務は、顧客のプライバシー又は金融機関
において顧客から取得した個人情報を第三者に提供しない義務の観点から何
らの制約を受けないものであって、Y１銀行及びY２銀行は、本件各照会
及び本件調査嘱託を受けた以上、照会及び調査を嘱託された情報が法人又は
他の団体の情報であるときは無論、個人の情報であっても、それらの者の同
意の有無にかかわらず、照会をした弁護士会及び嘱託をした裁判所に対し、
求められた上記各情報について当然に回答義務を負うものと解される。
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なぜなら、弁護士法23条の２に基づく照会及び裁判所がする調査嘱託につ
いては、弁護士法や民訴法その他の法律において個人情報についての除外規
定や制限規定などはなく、必要であると判断された情報が個人情報であると
の理由でその取得を制限されるのであれば、弁護士法や民訴法の趣旨が没却
され、必要な事実関係の解明を追求する国の司法制度は維持できなくなる。
したがって、Yらとその顧客との間で、仮に、顧客の同意がない限りその
個人情報をYらが第三者に提供することを禁止するとの明示の契約をした
場合であっても、そのような契約は、法律に基づいて上記のように弁護士会
や裁判所に個人情報を提供することまで禁止する限度において、公の秩序に
反するもので無効であると解される。個人情報保護法が第三者提供の除外規
定を設けているのは、このような趣旨を明文化したものと考えられる。
なお、個人情報の中でも、前科及び犯罪経歴については、他の個人情報と
は相当にその性格を異にするもので、法令上、その情報自体が秘密情報とし
て、官公署の極めて限定された特定の部署に厳重に保管されることが予定さ
れ、選挙人名簿被登録資格調査、各種免許処分審理及び刑事事件の捜査や裁
判、その他極めて限定された行政及び司法手続のためのみに使用することが
予定された情報であるといえるから、上記のような銀行が保管する個人情報
とは同一に論じられないものと解される。
〔Ｄ〕 本件事実関係の下で、Y１銀行が、本件照会①に対していったんこれを
拒否したこと、Y２銀行が、本件照会②及び本件調査嘱託に対していずれ
も回答しなかったことは、大阪弁護士会や裁判所に対する公的な義務に違反
するものではあるが、原則的には、Yらの個々の権利を侵害するものでは
なく、また、Yらの法的に保護された利益を侵害するものとまでもいえな
いもので、民法709条の「他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した」
との要件には当たらない。
なお、本件に対し、上告及び上告受理申立てがされている。
【評釈】
１ 本件の背景と問題点
(１) 振り込め詐欺、ヤミ金融、インターネットオークションを利用した詐欺
など、預金口座を利用して行われる犯罪は、跡を絶たない。被害者が加害者に対
し損害賠償請求等の訴えを提起するには、原則として、被告となる加害者を特定
し、その住所又は就業場所を明らかにする必要が
(１)
ある。通常は、加害者が預金口
(１) 被告が不特定であるか、訴状の送達ができない場合、訴状が却下される（民訴法138条
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座の開設に用いた氏名及び住所を明らかにしなくてはならない。これらの情報は
金融機関が保有しており、被害者がこの情報を入手するには、裁判所による調査
(２)
嘱託又は弁護士法23条の２に基づく照会（以下、併せて「照会等」という。）によ
ることになる。
一方、かねてから、弁護士法23条の２に基づく照会については、報告を拒絶さ
れる例が少なくなく、その実効性に疑問が呈されてきた。また、裁判所の調査嘱
託についても、個人情報保護法の施行前後から、回答を拒絶する事例が増加して
(３)
いる。そのため、これらの照会又は嘱託の実効性をどのように確保するかが、重
要な課題となって
(４)
いる。
(２) 本件は、裁判所の調査嘱託に対する回答及び弁護士法23条の２に基づく
照会に対する報告を拒絶したことが違法であるとして、不法行為に基づき損害賠
償請求をした事案である。このような請求が認められれば、照会等の実効性を高
めることにつながると思われ、実務に与える影響が大きいが、一方で法律上検討
すべき問題点も少なくない。
本稿では、控訴審判決を踏まえて、①金融機関において守秘義務を根拠に照会
等への回答を拒絶することは、裁判所の調査嘱託に対して回答すべき義務又は弁
護士法23条の２に基づく照会に対して報告すべき義務（以下、併せて「回答義務」
という。）に違反するか、②回答義務に違反する場合、不法行為責任を負うかに
ついて、理論的な検討を試みることとしたい。なお、回答義務と金融機関の守秘
２項、137条２項）。住所及び就業場所のいずれも不明の場合、公示送達の申立てによること
もできるが、実務上、最後の住所と思われる場所を調査するなど客観的に住所不明の事実を
明らかにする必要がある（山崎正彦＝圡田林太郎『民事訴訟関係書類の送達実務の研究〔新
訂〕』179頁（司法協会、2006年））。
(２) 訴状審査の段階で職権で行われるもので、民訴法上の性格は、証拠調べとしての調査嘱
託ではなく、釈明処分としての調査嘱託（民訴法151条１項６号、同２項、186条）である。
なお、当事者の特定ができない場合であるので、訴えの提起前における証拠収集の処分等
（民訴法132条の２以下）は利用できない。
(３) ?『顧客の同意が得られない限り報告をしてはならない』とする考え方が、従来の金融機
関の有力な考え方であったと思われる。」との指摘もあるが（長谷川卓「ケーススタデイ金
融機関の守秘義務・裁判所からの嘱託」金法1802号24頁（2007年）、回答の拒絶が目立つよ
うになったのは、むしろ近年であるように思われる。
(４) 最高裁判所においては、行政府省に対して、平成18年７月、裁判所の調査嘱託等は政機
関個人情報保護法８条の「法令に基づく場合」に該当するため本人の同意がなくとも回答で
きる旨を担当職員に周知するよう依頼を行い、その実効性の確保に務めている。
弁護士会は、弁護士法23条の２について、回答義務の存在を明文化する方向での立法を求
めている（日本弁護士連合会『司法制度改革における証拠収集手続の拡充のための弁護士法
第23条の２の改正に関する意見書』（2002年））。
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義務とが競合する場合として、上記とは逆に、照会等への回答が守秘義務違反に
当たるか否かが問題となる事案も多い。これらは、裏腹の問題であり、併せて検
討することとする。
２ 回答義務と金融機関の守秘義務との関係
(１) 学説の状況
学説は、後に検討する前科照会事件を中心に回答義務と守秘義務との関係を論
じているが、ここでは金融機関の守秘義務との関係を論じた学説を整理してみ
る。
〔Ⅰ〕 回答義務を否定する見解
ア 裁判所の調査嘱託の場合
裁判所の調査嘱託について、立法者は回答義務を否定する見解に立っていたよ
うであり、現在でも少数ではあるが回答義務を否定する見解がみら
(５)
れる。その根
拠としては、罰則など履行を強制する趣旨の規定が設けられていないことが挙げ
られている。
イ 弁護士法23条の２に基づく照会の場合
弁護士法23条の２に基づく照会については、金融機関の担当者を中心に、回答
義務を否定する見解が有力に主張されて
(６)
いる。弁護士法23条の２の規定には、罰
則等の相手方を強制する規定がないこと、回答義務についての例外
(７)
規定がないこ
となどが、否定説の根拠として挙げられている。また、日弁連においても回答義
務を否定する見解に立っていた時期が
(８)
あり、このことも否定説の遠因になってい
ると思われる。
ウ 守秘義務との関係
回答義務を否定する見解をとった場合、金融機関は、道義上の問題を別とすれ
(５) 長谷川・前掲注（３） 24頁
(６) 藤原彰吾「ケーススタデイ金融機関の守秘義務・外部機関からの要請に基づく開示」金
法1802号18頁（2007年）、長谷川卓「ケーススタデイ金融機関の守秘義務・弁護士会照会」
22頁（2007年）。升田純「判批」金法1772号24頁（2006年）も否定的である。
弁護士法23条の２と同趣旨の規定である刑訴法197条２項に基づく捜査関係事項照会につ
いては、木村大輔「銀行の守秘義務」銀法524号68頁（1996年）。
(７) 昭和24年の弁護士法案の審議の際、参議院において、「弁護士は、その職務を執行する
ため必要な事実の調査及び証拠のしう集を行うことができる、但し、相手方は、正当の理由
がある場合には、これを拒むことができる。」との規定を追加する修正がされたが、衆議院
がこれに同意せず、改正に至らなかった（参議院法務委員会昭和24年５月23日会議録第20号
１頁〔松井道夫委員発言〕）。
(８) 飯畑正男『照会制度の実証的研究』187頁（日本評論社、1984年）
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ば、特段の理由なく回答を拒絶できる。この場合においては、照会等への回答が
守秘義務違反に当たるかという問題だけが残り、照会等に対し回答できるか否か
は、守秘義務の解釈によって定まることになる。
金融機関が守秘義務を負うこと、すなわち、取引に関し入手した顧客等の情報
（顧客の氏名及び住所（法人であれば名称及び所在地）、取引履歴、信用情報）等を正
当な理由なく第三者に漏らさない義務を負うことは、法令に明文の規定がないも
(９)
のの、争いなく承認されて
(10)
いる。その法的な根拠については見解が分かれている
が、多数説は金融機関と顧客との間の取引契約に付随する義務を根拠として
(11)
いる。
一方で、金融機関が入手した顧客等の情報は、金融機関の営業のために利用さ
れるものであり、信用情報機関、サービサーや業務委託先の企業など様々な第三
者に提供されることが予定されている。このため、正当な理由があるときは、守
秘義務が免除されると説明されている。いかなる場合に正当な理由があると認め
られるかについては見解が一致しないものの、多くの見解は、顧客の同意がある
場合、開示が法令上強制される場合、金融機関が自らの権利又は利益を守るため
必要な場合に正当な理由があると
(12)
する。
金融機関が照会等に対して回答する場合、正当な理由が求められるが、回答義
務を否定する以上、顧客の同意があるなどの特段の事情がない限り、正当な理由
(９) 銀行法13条の３第４号の規定に基づく銀行法施行規則13条の６の５から13条の６の７ま
での規定は、個人情報の保護に関する業法規制としての規定であって、守秘義務を直接に定
めた規定ではない。
(10) 鈴木竹雄＝河本一郎＝西原寛一『証券取引法・金融法』76頁〔西原寛一〕（有斐閣、
1968年）ほか通説である。ちなみに、内閣府が実施した個人情報保護に関する世論調査（平
成18年９月）によれば、88.7%の人が銀行の口座番号や取引履歴を他人に知られたくないと
感じており、これは年間収入、財産状態や納税額（74.2%）より多い。
(11) 田中誠二『新版銀行取引法〔再全訂版〕』39頁（経済法令研究会、1979年）、河本一郎
「銀行の秘密保持義務」加藤一郎＝林良平＝河本一郎編『銀行取引法講座〔上〕』31頁（金融
財政事情研究会、1976年）、岩原紳作「銀行取引における顧客の保護」鈴木禄弥＝竹内昭夫
編『金融取引法体系第1巻』164頁（有斐閣、1983年）。最近のものでは、前田重行「金融機
関と情報」江頭憲治郎＝岩原紳作編『ジュリスト増刊・あたらしい金融システムと法』26頁
（有斐閣、2000年）。
他国の法制については、井部千夫美＝杉浦宣彦「金融取引の守秘義務についての比較法的
考察」FSAリサーチ・レビュー2006・27頁（金融庁金融研究研修センター、2006年）が詳
しい。
(12) 三上徹「金融機関の守秘義務」金法1600号28頁（2001年）など。もっとも、このような
広汎な例外を認めるのであれば、不法行為法上、プライバシーとしての保護を受けると説明
するのと、大差ないようにも思われる。
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はないという結論になると考えられる。したがって、回答義務を否定する見解を
とる場合、金融機関が照会等に応じる場面は極めて限られることになろう。
エ なお、守秘義務と個人情報保護法（個人情報の保護に関する法律（平成15年
法律57号)をいう。以下同じ。）との関係については、次のように整理できる。個人
情報保護法では、①一定の事業者に対し、②生存する個人に関する情報であっ
て、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別
することができるもの（「個人情報」）について、③利用目的の特定、利用目的に
よる取扱いの制限、取得方法の適正化、第三者提供の制限などの義務を課してい
る。
個人情報保護法による規制は、対象が個人情報に限定され法人を含む団体それ
自体に関する情報や死者の情報に及んでいないこと（個人情報保護法２条１項）、
同法を直接の根拠として損害賠償請求等の民事上の請求をすることはできないと
解されている
(13)
ことなど、金融機関の守秘義務とは異なる側面を有している。つま
り、個人情報保護法の規制は、金融機関の守秘義務の解釈に影響を及ぼすことは
あっても、直接の関係を有し
(14)
ないと考えられる。
〔Ⅱ〕 回答義務を肯定する見解
ア 裁判所の調査嘱託
裁判所の調査嘱託については、弁護士法23条の２に基づく照会の場合と異な
り、回答義務を否定する見解は前記紹介したものを除いてほとんど見られない。
学説は肯定説で固まっており、法的な根拠については、調査嘱託の相手方は公法
上の一般的義務を負うと説明されて
(15)
いる。また、回答義務の例外を定めた規定は
ないが、正当な理由がある場合にはこれを拒むことができると考えられて
(16)
いる。
イ 弁護士法23条の２に基づく照会
多くの学説は、弁護士法23条の２に基づく照会について、回答義務の存在を認
めて
(17)
いる。この規定は、昭和26年の弁護士法改正の際、参議院における議員修正
(13) 園部逸夫編『個人情報保護法の解説』44頁、159頁（ぎょうせい、2003年）
(14) なお照会等に回答することは、個人情報保護法23条１項１号にいう「法令に基づく場
合」に当たるから、いずれにせよ同法違反の問題を生じない（小島浩＝小野寺健太＝城阪由
貴「個人情報保護法制と文書送付嘱託」判タ1218号24頁（2006年））。
(15) 菊井維大＝村松俊夫『全訂民事訴訟法Ⅱ』428頁（日本評論社、1989年）、斎藤秀夫ほか
編『注解民事訴訟法（７）』314頁〔小室直人＝吉野孝義〕（第一法規出版、第２版、1993
年）、谷口安平＝福永有利『注釈民事訴訟法（６）』172頁〔矢吹徹雄〕（有斐閣、1995年）、
小海隆則「調査嘱託」門口正人編集代表『民事証拠法大系第５巻』147頁（青林書院、2005
年）
(16) 小海・前掲注（15）147頁
(17) 飯畑・前掲注（８）181頁、日本弁護士連合会調査室編『条解弁護士法〔第３版〕』182
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案に基づき追加された規定であるところ、修正案の提出者の意思としては、少な
くとも照会の相手方が官公署である場合には、回答すべき義務を負わせる趣旨で
あったと思われる
(18)
こと、弁護士の職務の公共性、弁護士会による審査や弁護士に
対する懲戒請求等の濫用を防止する制度が設けられていることなどが挙げられて
いる。
また、回答義務を肯定する場合であっても、正当な理由があるときは、回答義
務が免除され、回答を拒絶することが許されるとも解されている。弁護士法23条
の２には、証人義務における証言拒絶事由や文書提出義務における除外文書の規
定のように回答義務の例外を定めた規定がない。しかし、回答義務を肯定する見
解からは、正当な理由がある場合にこれを拒むことができるのは当然のこととし
て規定しなかったにすぎないとされる。
ウ 金融機関の守秘義務との関係
回答義務を肯定した場合、回答義務と金融機関の守秘義務とが競合する。金融
機関の守秘義務の存在が回答義務を免除する正当な理由に当たるか否か（守秘義
務を中心に考えると、回答義務の存在が守秘義務を免除する正当な理由に当たるか
(19)
否か）が問題となる。学説は、主に弁護士法23条の２に基づく照会について論じ
られており、これらは次の３つに分類される。
〔Ⅱ－a〕 回答義務を金融機関の守秘義務に優先させる見解
この見解は、弁護士法23条の２に基づく照会によって得られる公共的利益を否
定してまで保護しなければならない秘密は存しないこと、金融機関の守秘義務は
回答により被る不利益から顧客を守る営業政策的なものにすぎないことなどを根
拠と
(20)
する。
この見解によれば、金融機関が守秘義務を根拠に回答を拒絶することは許され
ず、回答義務違反が成立することになる。また、回答義務が金融機関の守秘義務
頁（弘文堂、2003年）、髙中正彦『弁護士法概説〔第３版〕』119頁（三省堂、2006年）
(18) 提案者は、「これはひとり弁護士法の場合の規定ばかりでなく、その他官公吏に対しま
する法的義務を負わしてありますることで、官公署は法律によつてこれを忠実に履行しなけ
ればならないのは当然でありまする」と述べている（参議院法務委員会昭和26年５月30日会
議録22号９頁〔鬼丸義齊委員発言〕）。
(19) ある者が回答義務及び守秘義務の両方を負う場合、一方の義務の存在が他方の義務を免
除する正当な理由に当たるかを検討することになる。この際、論理的には、いずれの義務に
ついても正当な理由が認められず、矛盾した義務を負うことがあり得る。しかし、一方の義
務を免除する正当な理由が存在すれば、当該義務が免除され、他方の義務について正当な理
由の存在を考える余地がなくなるのであるから、双方の義務が免除されることはあり得な
い。
(20) 飯畑・前掲注（８）227頁、243頁
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に優先すると考える以上、回答が法令上強制される場合に準じて、守秘義務が免
除される正当な理由があるということになろう。
〔Ⅱ－b〕 比較衡量による見解
この見解は、弁護士法23条の２に基づく照会の有する公共的利益と回答を拒絶
することによって得られる法的な利益（金融機関の守秘義務によって得られる法的
利益）とを比較衡量して決定すべきとする見解である。具体的な衡量の基準につ
いては、見解が分かれており、具体的な照会の必要性と合理性が認められる限り
回答義務が優先するとの
(21)
見解、申出理由との関係で合理的範囲内での回答義務を
負うとする
(22)
見解などがある。
この見解によった場合、第一次的には金融機関において回答によって得られる
公共的利益と守秘義務によって得られる顧客の利益とを比較衡量し、いずれが優
先するかを決することとなる。
〔Ⅱ－c〕 金融機関の守秘義務を回答義務に優先させる見解
この見解は、回答義務を否定する見解と相まって主張されており、金融機関の
守秘義務は、法律上の特段の規定がなければその例外を認めるべきでなく、回答
義務に優先するとの見解で
(23)
ある。この見解の論拠としては、金融機関が顧客に関
する情報を秘密として保持し、これを厳守して営業を展開することは金融機関の
事業基盤であること、単に訴訟の便宜等の理由で弁護士法23条の２に基づく照会
や裁判所の調査嘱託の趣旨を逸脱したり、変更したりすべきではないことが挙げ
られている。
この見解によれば、回答義務違反の余地はないということになり、回答義務否
定説と同様の結論になろう。
(２) 判例及び裁判例の状況
判例及び裁判例において、裁判所の調査嘱託が問題になった事例は見あたら
ず、弁護士法23条の２に基づく照会に関するものが中心となっている。なお、金
融機関の守秘義務との関係が問題となった事例が少ないため、本稿では、他の守
秘義務との関係が問題となった裁判例を併せて整理しておく。
ア 守秘義務を根拠に回答を拒絶したことが回答義務違反に当たるかが問題と
なった事例
【１】 岐阜地判昭和46年12月20日判時664号75頁
この裁判例は、弁護士法23条の２に基づく照会に対する回答義務と地方税法22
(21) 日本弁護士連合会調査室・前掲注（17）191頁
(22) 近衞大「判批」金判1267号15頁（2007年）
(23) 升田・前掲注（６）27頁
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条（秘密漏えいに関する罪）の定める守秘義務との関係が問題になった事例であ
り、要するに原告が被告（国）に対し、原告の申出に基づき岐阜弁護士会が岐阜
市に対してした照会（別件訴訟の被告の所有不動産に関するもの）について、照会
に応ずる必要はないと指示したことが違法であるとして、国家賠償法に基づき、
タイプ代120円の損害賠償を求めた事案である。
岐阜地裁は、弁護士法23条の２に基づく照会を受けた公務所又は公私の団体は
「自己の職務の執行に支障なき限り弁護士会に対して協力し、原則としてその照
会の趣旨に応じた報告をなす義務を負う」としたが、請求は棄却した。
【２】 京都地判平成19年１月24日判タ1238号325頁
この事案は本件判決後の裁判例であり、法定相続人の一人である原告が、遺言
執行者である被告（司法書士）に対し、原告の代理人弁護士の申出に基づいてさ
れた弁護士法23条の２に基づく遺言執行状況についての照会について回答しなか
ったことが違法であるとして、損害賠償請求をした事案である。
京都地裁は、弁護士法23条の２に基づく照会について相手方は、自己の職務の
執行に支障のある場合及び照会に応じて報告することの持つ公共的利益にも勝り
保護しなければならない法益がほかに存在する場合を除き、原則として拒絶する
ことができない、遺言執行者は共同相続人に対し遺言執行の内容について報告す
べき義務を負っており受遺者の同意がないことは回答を拒絶する正当な理由にな
りえないとして報告拒否が違法であるとした上、損害賠償請求を認めた。
イ 照会等に対し回答したことが守秘義務違反に当たるかが問題になった事例
【３】 大阪高判昭和51年12月21日下民集27巻９-12号809頁
原告が、被告（京都市）に対し、被告が京都弁護士会からの照会に応じて原告
の前科を回答したことがプライバシーを侵害するものであるなどと主張して、国
家賠償法に基づき、500万円の損害賠償等を求めた事案である。
大阪高裁は、原告の請求を一部認容するに当たり、弁護士法23条の２に基づく
照会について詳細な説示をしている。すなわち、弁護士会照会の制度は公共的性
格を有するものであり、受任事件が訴訟になった場合には裁判所の行う真実の発
見と公正な判断に寄与するという結果をもたらすことを目指すものであること、
一方で弁護士法は照会の相手方を限定し、弁護士の監督を行う公的機関としての
性質を有する弁護士会に照会申出の審査をゆだねるなど照会手続を厳格に定めて
いること、このような照会に対しては「相手方は、自己の職務の執行に支障のあ
る場合及び照会に応じて報告することのもつ公共的利益にも勝り保護しなければ
ならない法益が他に存在する場合を除き、照会の趣旨に応じた報告をなすべき義
務があると解するのが相当である。」とした上で、報告を拒否すべき正当事由が
あるとした。
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【４】 最三小判昭和56年４月14日民集35巻３号620頁（前科照会事件）
最高裁は、上記【３】大阪高判昭和51年12月21日に対する上告を受けて、次の
とおり説示して、請求を一部認容した原審の結論を是認した。
?前科等の有無が訴訟等の重要な争点となつていて、市区町村長に照会して回
答を得るのでなければ、他に立証方法がないような場合には、裁判所から前科等
の照会を受けた市区町村長は、これに応じて前科等につき回答をすることができ
るのであり、同様な場合に弁護士法二三条の二に基づく照会に応じて報告するこ
とも許されないわけのものではないが、その取扱いには格別の慎重さが要求され
る」。本件においては、照会文書に照会を必要とする事由として裁判所に提出す
るためと記載されていたに過ぎず、「このような場合に、市区町村長が漫然と弁
護士会の照会に応じ、犯罪の種類、軽重を問わず、前科等のすべてを報告するこ
とは、公権力の違法な行使にあたる」。
一方、最高裁は、原審が肯定した回答義務の点について言及しなかった。
【５】 広島高岡山支判平成12年５月25日判時1726号116頁
この事案は、顧客である原告が、銀行である被告が対して弁護士法23条の２に
基づく照会に応じて原告との取引時の伝票の写しと取引明細表を送付したことが
違法であるとして、金融機関に対し損害賠償を請求した事案である。この弁護士
法23条の２に基づく照会は、別件訴訟における原告の主張を弾劾するため、原告
の相手方の代理人であったA弁護士がした申出に基づくもので、照会申出書に
は照会の理由が相当に詳しく記載されていた。
広島高裁岡山支部は、弁護士法23条の２に基づく照会は、弁護士の使命の公共
性を基礎とし、その目的は弁護士が受任している事件について事実を解明し、法
的正義の実現に寄与することにあり、また、預金取引についての情報も完全に秘
匿されるものではなく、特に慎重な取扱いが求められる前科の場合とは異なるか
ら、「照会制度の目的に即した必要性と合理性が認められる限り、相手方である
銀行はその報告をすべきであり、また、当該報告したことについて不法行為の責
めを負うことを免れるというべきである。」とし、上記事案については必要性と
相当性が認められるとして請求を棄却する旨の判決をした。
ウ 判例及び裁判例は、弁護士法23条の２に基づく照会について、一致して回
答義務を認めている。金融機関の守秘義務との関係については、前掲【５】広島
高岡山支判平成12年５月25日が説示しているように、預金取引についての情報は
完全に秘匿されるものではないことから、必要性及び合理性が認められる限り回
答義務を負うとし、必要性及び合理性を個別具体的に検討し、いずれを優先すべ
きかを判断する考え方に立っている。
一方、公務員の守秘義務との関係については、前掲【４】最三小判昭和56年４
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月14日において、回答が許される要件を相当厳しくする一方で、前科を回答する
ことが許される可能性に言及している。
つまり、判例は、回答義務と守秘義務の関係については、一般論として、照会
を必要とする事由と照会事項の関連性及び必要性、守秘義務の対象となる事項の
性質などを総合考慮して、回答義務と守秘義務のいずれが優先するかを決めてい
るということができよう。また、その際、金融機関の守秘義務と公務員のそれと
を区別しているように思われる。
(３) 本件判決の評価
ア 回答義務に関する説示について
まず、本件判決は、〔A〕（判決要旨に付した符号で引用する。以下同じ。）におい
て、弁護士法23条の２に基づく照会について回答義務を認めたものといえ、従前
の学説及び判例の流れに沿った判示といえる。本件判決は、法律上、公的な義務
を負うと説示しており、法的義務とは表現していないものの、不法行為の成否と
の関係で義務の性質を強調する趣旨であり、法的義務であることを否定するもの
ではないと考えら
(24)
れる。
本件判決は、裁判所の調査嘱託についても、弁護士法23条の２に基づく照会と
同様に、回答義務を認めた（〔B〕）。裁判所の調査嘱託については、傍論であるも
のの、これまで判例及び裁判例がなかった問題であり、先例的な意味を有しよ
う。
イ 金融機関の守秘義務との関係
本件判決は、回答義務について、プライバシー及び金融機関の守秘義務との関
係では何らの制約も受けない、金融機関は顧客の同意の有無にかかわらず、照会
をした弁護士会及び嘱託をした裁判所に対し求められた上記各情報について当然
に回答義務を負うとした（〔C〕）。これは、前掲【５】広島高岡山支判平成12年５
月25日と比較すれば明らかなように、照会等の必要性・相当性を問題にしておら
ず、新たな判断といえる。
本判決の根拠は、〔C〕の後半部分で述べられているように、①弁護士法や民
訴法その他の法律において個人情報を理由とする除外規定や制限規定が存在して
いないこと、②必要であると判断された情報が個人情報であるとの理由でその取
得を制限されるのであれば、弁護士法や民訴法の趣旨が没却され、必要な事実関
係の解明を追求する国の司法制度は維持できなくなることにある。また、前掲
【４】最三小判昭和56年４月14日との関係については、前掲【５】広島高岡山支
(24) 近衞・前掲注（22）13頁も同旨と思われる。
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判平成12年５月25日と同様に、本件各照会及び本件調査嘱託の対象である口座名
義人の氏名及び住所は前科情報とは性質が異なるとして、最高裁判例の射程を限
定して解している。
このような本件判決の考え方によれば、金融機関は、照会等に関する具体的な
事情を確認する必要はなく、常に照会等に回答する義務を負うことになる。本判
決に対しては、個別の事情を考慮しないのは行き過ぎとの批判がある
(25)
一方、基準
が明確であって金融機関として歓迎できるとの見方も
(26)
ある。
なお、本件判決が個人情報保護法の問題に言及している部分については、金融
機関の守秘義務と個人情報保護法の規制とを混同するものとの批判も見ら
(27)
れる。
しかし、本件判決は、個人情報保護法においても、個人情報の第三者提供を単に
規制するのではなく、必要とされる場合にはその提供を認めており、かつ、必要
な場合の一類型として法令に基づく場合が挙げられていることを指摘した上で、
明文の規定のない守秘義務に類推しようとしたものと考えられ、解釈手法の一つ
として正当なものと思われる。
ウ 若干の私見
実務は、照会等の相手方が回答義務を負うことを前提に、相手方への対応を行
っているところであり、本件判決もこのような実務の取扱いを是認するものとい
えよう。問題は、守秘義務との関係をどのように考えるかである。私は、本件判
決が、金融機関は守秘義務にかかわらず当然に回答すべきであるとした点は正当
であるが、その理由についてはさらに検討の必要があるものと考える。
(ア) 回答義務と守秘義務との関係については、定型的な判断基準を定立する
ことが困難であり、照会等による公共的利益と回答を拒絶することによって得ら
れる法的な利益とを比較衡量し、回答義務と守秘義務のいずれを優先すべきかを
決定すべきとする見解が、一般的な枠組みとしては正当であると思われる。
しかし、前掲【４】最三小判昭和56年４月14日における判断基準が、本件にも
当てはまるとは考え難い。前科照会事件においては、住民の前科情報が守秘義務
の対象とされていた。前科情報については、これをみだりに公開されないという
法律上の利益が認められてきており、法律上も公務員の守秘義務の対象とされ、
その違反には刑罰が科せられる性質のものであること（地方公務員法34条１項、60
条２号）、この守秘義務を負う公務員が民事訴訟の証人となる場合を想定すると、
当該公務員は証人となるに当たり任命権者の許可を要し（地方公務員法34条２
項）、裁判所も監督官庁等の承認を得なければならないこと（民訴法191条１項）
(25) 近衞・前掲注（22）15頁
(26) 岡本雅弘「判批」金法1795号５頁（2007年）
(27) 近衞・前掲注（22）14頁
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など、秘密を保持するために相当の配慮がされていることがうかがわれる。
一方、金融機関の守秘義務においては、金融機関との取引関係の内容（取引関
係の存在、取引の内容、口座の残高等）がその対象となる。このような取引関係の
内容については、個人及び金融機関の経済的信用にかかわる情報であることから
すれば、これをみだりに公開されない法律上の利益が存在するとはいえる。しか
し、経済的信用にかかわる情報は一定の範囲で共有され取引において利用される
べきことが予定されていること、金融機関の守秘義務について法令上の根拠が存
在せず、ほとんどの銀行において約款等により守秘義務の内容を具体化する措置
もとられていないこと、守秘義務違反に対する刑事上の制裁は予定されていない
こと、金融機関の従業員が民事訴訟の証人となる場合においても顧客との取引関
係について証言を拒むことができないと解されること（民訴法197条参照）などを
考慮すると、取引関係の内容が前科情報ほどに秘密とされるべきものとは思われ
ない。
以上の事情からすれば、少なくとも、具体的な必要性が認められる限り、取引
関係の内容を照会等の対象とすることが許されるというべきである。実際上の問
題としても、前科照会事件の基準によれば、照会等に回答することが許される場
面が極めて限定されることに
(28)
なり、相当でないであろう。
(イ) 回答義務と守秘義務のいずれが優先するかを判断する主体についても検
討が必要である。
前科照会事件においては、公務員たる指定市の区長に前科情報の慎重な取扱い
を求めており、当該区長において回答が許されるかについて認定判断することを
求めているものと解される。この趣旨は、証言拒絶等の場合と同様に、職務の秘
密が行政作用に属する事柄であることからその判断を行政庁にゆだねる点にある
と考えられる。また、このように解しても行政庁において法的な判断を適切に行
うことが期待できる。
しかし、金融機関に行政庁と同様の判断を求めることはできないように思われ
る。金融機関は、大量の業務を効率的に処理する体制をとっており、一つ一つの
照会に対して個別具体的な判断をすることは相当の負担となろう。また、法的な
判断を求めるならば、金融機関において、弁護士等の専門家に意見を求める必要
が生じ、その負担も無視でき
(29)
ない。
解釈論としては、守秘義務照会等の内容を問題とすることなく、照会等がされ
たこと自体が、守秘義務を免除する正当の理由になると説明することになろう
(28) 平田浩「判解」判解民事昭和56年259頁
(29) 私見とは趣旨を異にするが、金融機関の負担を指摘するものとして、中原利明「弁護士
法23条の２に基づく照会」金法1769号５頁（2006年）。
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（もともと、法令の根拠を有しない義務であり、その免除事由は解釈にゆだねられてい
る。金融機関の事務処理体制や負担を考慮することは、金融機関の利益を守るため必要
があるときにも守秘義務の免除を認める通説的な見解とも親和的であると考える。）。照
会等につき、具体的な必要性が認められるかは、裁判所又は弁護士会における照
会等の申出の審理（審査）において明らかにされ、裁判所又は弁護士会によって
判断されれば足りよう。
(ウ) 回答義務を守秘義務に優先させることについては、金融機関の立場か
ら、守秘義務が免除される保障がなく、損害賠償責任を負うおそれがあるとし
て、否定的な見解も
(30)
ある。しかし、損害賠償責任との関係は、法解釈の問題であ
り、裁判所の判断の積み重ねにより解消されるべき問題である。また、金融機関
においても、守秘義務を約款等に明示した上、その例外を具体的に規定するな
ど、顧客との紛争を回避する方策が存在するのであり、このような自主的な取組
みこそが求められるので
(31)
ある。
(エ) このように、回答義務が金融機関の守秘義務の存在によって限定される
ものとはいえず、金融機関は、裁判所又は弁護士会から照会を受けた場合、常に
回答義務を負うものと解される。また、金融機関は、照会等に従い回答する限度
で守秘義務を免れるものと解される。
なお、このような回答義務を認めることは、裁判所又は弁護士会の権限行使に
より、顧客のプライバシーを制限することにほかならないのであって、その制限
は合理的な限度にとどめなくてはならない。裁判所及び弁護士会においては、金
融機関に対する照会等の必要性を実質的に審査し、必要性・相当性を欠く照会等
を行わないようにしなくてはならない。
３ 回答義務違反と不法行為に基づく損害賠償請求
照会等の申出をした者が、その相手方の回答義務違反につき、不法行為に基づ
き損害賠償の請求ができるかについては、学説において、これまで詳しく検討さ
れてこなかったように思われる。
このような請求が認められるかについては、不法行為の要件論に沿った検討が
必要となるが、とりわけ、①回答の拒絶によって、裁判所の調査嘱託の
(32)
申出又は
(30) 升田・前掲注（６）26頁
(31) 例えば、英国においては金融機関の自主的ルール、ドイツにおいては約款によって、第
三者提供の例外が明確化されているようであり、我が国においてもこのような取組みについ
て検討すべきではあるまいか。（井部＝杉浦・前掲注（11）27頁以下）
(32) 釈明処分の場合、職権による調査嘱託であるから、証拠調べとは異なり、申出という行
為を認める余地はない観念することができない。職権発動を促す意思表示と解することにな
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弁護士法23条の２に基づく照会の申出をした当事者又はその代理人たる弁護士
（以下「当事者等」という。）のいかなる権利又は法的な利益が侵害されたといえる
か（権利侵害）、②回答義務についての見解の相違など照会等に関する相手方の
主観的事情をどの程度考慮するのか（過失）、③損害賠償は慰謝料に限定される
のか（因果関係及び損害）などについて検討する必要がある。
(１) 権利侵害及び違法性について
ア 問題の所在
(ア) 権利侵害及び違法性については、回答義務違反による当事者等の権利侵
害（権利又は法律上保護される利益の侵害をいう。以下同じ。）の内容が問題となる。
主に、次の２つのアプローチが考えられる。
① 本件判決が判断の対象としているように、「照会等により回答を求める権
利ないし利益」など、訴訟手続に関する権利侵害を想定するアプローチ。
② 照会等の手続に要した費用、照会等により証拠が得られれば請求できたで
あろう権利の侵害など、財産権の侵害を問題にするアプローチ。
本件判決の整理によれば、Xらは①を主張するようであり、本稿でもこれを
中心に検討することとしたい。なお、②のアプローチについては、財産権が不法
行為法上の保護を受けることは明らかであるが、回答の拒絶との間の因果関係が
認められるか、慎重な検討を要し
(33)
よう。
(イ) 回答義務違反は不作為であり、作為義務が存在するか否かも問題と
(34)
なる。作為義務の発生根拠は、民事訴訟法186条又は弁護士法23条の２に求めら
れようが、これらの規定が当事者等の権利利益の保護を目的としているかについ
ては、前記のとおり問題があり、直ちに私法上の作為義務の根拠とすることはで
きないように思われる。
これらの規定を根拠に作為義務を認めるには、これらの規定について、当事者
等の権利利益の保護を目的としているという関係が必要であろう。つまり、当事
者等の権利侵害が存在しない限り、作為義務の存在も否定されることになると考
えられる。
イ 学説及び裁判例の状況
(ア) 否定説
この見解は、当事者等には照会等による回答を請求する権利はなく、また、回
答を得ることについても法律上の利益を有するとはいえないとして、権利侵害を
ろうか。
(33) 因果関係立証の困難さを指摘するものとして、飯畑・前掲注（８）251頁。
(34) 最三小判昭和57年１月19日民集第36巻１号19頁
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否定
(35)
する。
民事訴訟法186条及び弁護士法23条の２は、それぞれ弁護士会又は裁判所の権
限を定めた規定であって、当事者等に対し、直接に証拠収集をする権限を付与し
た規定ではない。当事者等が、これらの条文に基づいて、金融機関に対して調査
を訴求することはできないと解されて
(36)
いる。また、照会等を実施するかは、それ
ぞれ裁判所又は弁護士会が当事者等の申出を審査して決定するのであって、当事
者等が裁判所又は弁護士会に対し、調査嘱託又は照会をするよう強制することも
でき
(37)
ない。したがって、照会等により回答を請求する権利は当事者等に認められ
ていない。
この見解は、照会等によって、当事者等が訴訟の証拠を入手する利益は、裁判
所又は弁護士会の権限行使によって得られる反射的な利益にすぎないと考えるの
であ
(38)
ろう。また、裁判所の調査嘱託及び弁護士法23条の２に基づく照会につい
て、罰則等の回答を強制する規定が見られないにもかかわらず、申出をした当事
者又は弁護士からの損害賠償請求を認めることは、法の趣旨に反するということ
も理由に加えられよう。
否定説に立つ裁判例としては、前掲【１】岐阜地判昭和46年12月20日がある。
この判決において、岐阜地裁は、弁護士法23条の２の照会に対する報告義務は
「弁護士または依頼者個人の利益を擁護するためのものではなく、報告義務者が
報告を拒否した結果弁護士の職務活動が阻害されることがあるにしても、そのた
めに生じた損害を賠償する義務まで負うものとはとうてい解されない」として、
損害賠償請求を棄却した。
このような否定説の立場は、実務上、オーソドックスな考え方であると思われ
(35) 升田・前掲注（６）26頁、宮川不可止「判批」金法1801号55頁（2007年）
(36) 一般私人又は弁護士が弁護士会に代位して弁護士法23条の２に基づく照会に対する回答
を請求する権利はないとされた事例（大阪地判昭和62年７月20日判時1289号94頁）。
(37) 弁護士法23条の２に基づく照会について、弁護士会が同条に基づく照会の請求を拒絶し
た行為は司法審査の対象とならないとした事例（札幌高判昭和53年11月20日判タ373号79頁）
(38) 宮川・前掲注（36）55頁。また、最一小判平成17年４月21日判タ1182号155頁は、「犯罪
の捜査は、直接的には、国家及び社会の秩序維持という公益を図るために行われるものであ
って、犯罪の被害者の被侵害利益ないし損害の回復を目的とするものではなく、被害者が捜
査によって受ける利益自体は、公益上の見地に立って行われる捜査によって反射的にもたら
される事実上の利益にすぎず、法律上保護される利益ではないというべき」、「犯罪の被害者
は、証拠物を司法警察職員に対して任意提出した上、その所有権を放棄する旨の意思表示を
した場合、当該証拠物の廃棄処分が単に適正を欠くというだけでは国家賠償法の規定に基づ
く損害賠償請求をすることができない」と判示しており、本判決はこれと同様の考え方によ
るものと思われる。
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る。
(イ) 肯定説
権利侵害との関係で理論的な説明を試みたものは見あたらない。本判決の評釈
には、照会等の制度は、弁論主義の下、当事者等が主張立証の手段として利用す
るのであり、照会等による回答を求めているのは当事者等であること、すなわ
ち、照会等の背後には常に当事者等が存在することを指摘して、損害賠償請求を
認めるべきことを示唆する見解が
(39)
ある。
また、肯定説に立つ裁判例としては、前掲【２】京都地判平成19年１月24日が
ある。京都地裁は、回答義務違反を認定した上、弁護士法23条の２に基づく照会
によって「自己の権利の実現ないし法的利益の享受を求めている実質的な主体は
申出をした弁護士であり、ひいてはその依頼者であることからすれば、相手方の
違法な報告拒否が、かかる依頼者の権利ないし法的利益を侵害する場合には、依
頼者に対する損害賠償義務が生じうる」とし、この事案においては、「遺留分減
殺請求権の円滑な行使を阻まれたのであるから」不法行為を構成するとし、15万
円の損害賠償を認めた。もっとも、この事案は、本来、遺言執行者の報告義務
（民法1012条、645条）が問題とされるべき事案であるように思われ、どの程度一
般化できるか検討の必要があろう。
ウ 本件判決の評価
本件判決は、「原則的には、Yらの個々の権利を侵害するものではなく、ま
た、Yらの法的に保護された利益を侵害するものとまでもいえないもので、民
法709条の『他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した』との要件には当
たらない。」と述べて、否定説の立場を明らかにした。本件判決の理由は、否定
説と同様と考えられるが、さらに付け加えて照会等に対する回答は「あくまでそ
の事件の審理や事案の解明のための資料になるのであって、最終的にその弁護士
側や調査嘱託の職権発動を求め又は調査嘱託の申立てをした者の側に必ず有利に
なるとも限らない」ことを指摘している。
本件判決は、回答義務違反が不法行為法上違法になる可能性には言及しておら
ず、損害賠償請求の余地はないと考えているように思われる。本件判決の立場に
対しては、肯定説からの批判があるも
(40)
のの、実務において、大方の支持を得られ
るのではないかと思われる。
エ 若干の私見
(ア) しかし、回答義務違反について、不法行為責任を問う可能性を否定すべ
(39) 近衞・前掲注（22）16頁
(40) 近衞・前掲注（22）16頁
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きではないように思われる。理論上も、「当事者等が照会等により回答を得る利
益」については、不法行為法上の保護を受ける余地があると考える。
ａ 民事訴訟は、法秩序を維持するのみならず、私人間の紛争解決をも目的と
する制度である。この点で、刑事訴訟などの専ら公益を目的とする制度とは異な
っている。民事訴訟の当事者は、民事訴訟を通じて、自らに関する紛争を解決す
ることが法律上保障されている。また、民事訴訟法その他の法律は、このような
民事訴訟の目的を達成するため、当事者に対し、裁判所の調査嘱託や弁護士法23
条の２に基づく照会の制度によって証拠等を利用する機会を与える一方、証拠等
を所持する第三者に対しては照会等の制度によりその提出を義務づけている。つ
まり、当事者等は、その紛争を解決するために、照会等の法制度の枠内で第三者
の所持する証拠等を利用する機会が認められているのであり、当事者等が照会等
により回答を得る利益は、不法行為法上の保護を受け得るというべきである。
ｂ 確かに、このような利益は、本件判決が指摘するように照会等の結果が当
事者等にとって有利になるとも限らないなど、その保護の必要性があいまいであ
る。しかし、相関関係説に立つ通説的な考え方によれば、被侵害利益と侵害行為
の態様との相関関係によって、不法行為が成立する範囲を調整することは可能で
ある。判例にも、新たな法的利益を認める一方、違法性のレベルで不法行為の成
立範囲を限定するものが
(41)
ある。
ｃ 実際上の問題としても、損害賠償請求の余地を認めないのであれば、回答
義務の実効性は、裁判所又は弁護士会において事実上の働きかけを行うことによ
って担保するしかない。しかし、回答義務と対置される守秘義務違反について
は、理論上の問題なく損害賠償請求の余地があるため、金融機関において、容易
に照会等に応じることは期待できない。
以上のように考えると、当事者等が照会等により回答を得る利益は、その侵害
が直ちに違法となるような強い保護を受けるものではないにせよ、不法行為法上
の保護を受け得ると解するべきである。
(イ) 回答義務違反につき、当事者等が照会等により回答を得る利益を侵害し
て違法と評価される要件については、次のように考えられる。
ａ 当事者等が照会等により回答を得る利益について、不法行為法上の保護を
認めるとしても、その保護の必要性は、例えば、主張する権利関係の内容や事実
上及び法律上の根拠の強弱、代替となる証拠の有無などによって様々であると考
えられ、その保護の必要性を検討する必要が
(42)
ある。
(41) 最三小判昭和63年２月16日民集42巻２号27頁、最二小判平成15年９月12日民集57巻８号
973頁、最一小判平成17年７月14日民集第59巻６号1569頁など。
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例えば、主張する権利関係が事実上及び法律上の根拠を明らかに欠いているよ
うな場合、保護の必要性はほとんどない。また、主張する権利関係に理由があっ
ても、他の証拠等により紛争解決が可能であるとか、当該証拠がなくとも紛争解
決が図られたというような場合にも保護の必要性は低くなるであろう。逆に当該
証拠が唯一の証拠であれば、保護の必要性はそれだけ高くなる。
ｂ また、回答の拒絶の理由や態様も、違法性の判断において考慮すべき事情
である。
例えば、文書提出義務の除外事由（営業秘密等）に該当する可能性のある事項
について回答を拒絶したような場合、後の裁判で営業秘密性が否定されたとして
も、悪質性が低いものとして、違法性を否定する方向に考慮すべきであろう。守
秘義務との関係についても、このような事情の一つとして検討することになろ
う。
ｃ いずれにせよ、違法性の判断は、利益の性質上、個別具体的な判断にゆだ
ねざるを得ない性質のものであり、一般的な要件を定立することは困難と思われ
る。もっとも、回答義務が存在するかどうかは、このような違法性の判断とは別
に守秘義務の解釈として定まるから、照会等の相手方の予測可能性を損なうもの
とはいえないであろう。
(２) 過失について
ア 本件の原審判決は、回答義務違反を認定した上で、回答義務についての解
釈が確立しておらず、銀行において回答を拒絶すべきとする見解も有力であった
こと、いったん照会等に回答してしまうとその回復が困難となり顧客の利益が害
されることなどの事情を挙げて、過失を否定している。そこで、過失の要件との
関係についても検討しておきたい。
イ 権利侵害及び違法性について、私見のように相関関係説的な理解をすると
すれば、過失の要件は、回答義務違反との関係で、余り重要な役割を有しないも
のと思われる。すなわち、過失の要件においては、結果発生の予見可能性と注意
義務の内容など主観的な事情が中心的な問題となるが、これらの問題は、侵害行
為の態様の一要素として違法性レベルで判断され尽くしてしまう可能性が高いか
らである。
例えば、資料の廃棄等で調査ができないという理由で回答を拒絶した場合を考
えてみると、資料の廃棄が法定の保存期間を順守したものかどうか、当事者等を
(42) 本稿の対象ではないが、文書提出命令のような強制力を伴った証拠収集手続について
は、より強く当事者等の利益が保護されるべきである。
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害する目的があったかなどの事情を含めて、違法性を判断する事情となる。した
がって、過失の判断として主観的事情を改めて判断する必要は、ほとんどないの
ではないかと思われる。
(３) 因果関係及び損害について
最後に、当事者等が照会等により回答を得る利益の侵害が認められ、かつ、違
法と評価された場合において、因果関係及び損害をどのように考えるべきか検討
しておく。
ア 精神的損害又は無形的損害
当事者等が照会等により回答を得る利益が侵害された場合、原則として、これ
に対応した精神的損害ないし無形的損害が認められるものと考えられる。当事者
等が照会等により回答を得る利益は、当該証拠にかかる権利の存否とは関係な
く、独自の法的保護を受けるのであるから、この侵害について一定の精神的損害
又は無形的損害が発生すると考えられる。この点に関しては、弁護過誤に関する
いくつかの裁判例において、上訴審の判断を受けることができなかったことによ
り精神的損害を被ったと認定されて
(43)
おり、これと同様の判断構造となるように思
われる。もっとも、具体的な慰謝料の額については、事案に応じて判断するほか
ない。
イ 財産的損害
財産的損害についてはどうか。先に触れたとおり、「当事者等が照会等により
回答を得る利益」は、一種の人格権であり、この侵害が財産的損害に結びつく可
能性はほとんどないであろう。
(４) 小括
このようにみていくと、理論的には、守秘義務違反について不法行為に基づく
損害賠償請求を認める余地があるように思われる。もっとも、損害賠償請求が認
められる事例は、かなり限定されるものと思われ、個別事例ごとの実質的な判断
が大きなウェイトを占めることになろう。
４ 本件判決については、上告及び上告受理申立てがされており、具体的な事
実関係についての検討は差し控えたい。いずれにせよ、本件が実務に及ぼす影響
は、大きいものと考えられ、最高裁の判断が注目される。
(43) 東京地判平成６年11月21日判タ881号191頁、千葉地判平成９年２月24日判タ960号192頁
など
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【後注】 本判決の評訳等として、岡本・前掲注（26）４頁、宮川・前掲注
（35）48頁、近衛・前掲注（22）11頁等がある。また、原審判決については、中
原・前掲注(29)４頁、鈴木秋夫「判批」金法1769号26頁（2006年）升田・前掲注
（６）21頁、高木いづみ＝野村周央「弁護士会照会および調査嘱託に対する報告
と銀行の守秘義務」金法1795号10頁（2007年）等がある。
なお、脱稿後、原審判決に関する吉井隆平「判批」判タ1245号74頁（2007年）
及び本件判決に関する前田陽一「判批」判タ1249号51頁（2007年）に接した。
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